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巻頭言 芝浦工大の SDGsへの挑戦 
 

 

芝浦工業大学は 2014 年に文科省から、私立理工系大学で唯一、スーパーグローバル大学に選定さ

れました。大変、名誉なことであります。 

芝浦工大は 1927 年に創立され、現在に至るまで、一環して日本の産業発展に貢献できる技術者の

育成を行ってきました。 

現在の芝浦工大の人材育成目標は「世界に学び、世界の持続的発展に貢献できるグローバル理工学

人材の育成」です。このミッションは、2015 年に国連全加盟国によって採択された持続発展のため

の 17 の目標達成（SDGs）に貢献できる人材育成に通じます。 

SDGs を達成するための大きな鍵は教育であります。なぜなら、教育こそが、地球と人類を変える

ことのできる源泉だからです。貧困は教育によって克服できます。また、SDGs が掲げる他の多くの

目標も、すぐれた教育をうけた人材によって達成することが可能です。教育こそが、世界を変える大

きな力なのです。 

「多様性の理解と、その受容」も SDGs 達成には重要な視点となります。多様性は教育効果を飛躍

的に高めます。なぜなら、人は、自分と経験、思想、考えなどの異なる人々から多くのことを学ぶか

らです。さらに、多様性は論理的思考力醸成にも寄与し、互いを尊重する心、そしてチームワーク力

を育てます。そこから、社会を変革するイノベーションは生まれます。 

男女共同参画推進も日本の工科系大学にとっては重要です。なぜなら、日本の工学部の女性教員比

率は先進国において最低レベルだからです。芝浦工大では、学長の戦略的人事により、2012 年に 18

名であった女性教員が 2019 年には 63 名まで増えました。その結果、教育や研究の場において、多

様性が進んでプラスの効果を生んでいます。 

芝浦工大の教員、職員、学生は、SDG の 17 の目標を達成すべく、いろいろな活動に参加していま

す。さらに、芝浦工大が中心となって、産業界、教育機関、政府機関が協働して世界の持続的発展を

推進するためのプラットフォームを提供する所存です。 

 

 

芝浦工業大学学長 村上雅人 
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1．持続可能性に関する方針と目標 

（1）環境方針 

大宮キャンパスでは、2001 年から環境方針を定め、ISO14001 の認証を取得し、環境マネジメ

ントシステムを運用してきました。現在はグローバル化や地域貢献にも対応した独自の環境マネジメ

ントシステムに転換して運用を継続しています。 

 環境方針は以下のようになっています。 

 

地球という限られた空間の中で、産業革命以降の生産・消費の加速度的拡大は、さまざまな環境

の悪化を顕在化させ、人類のみならず全ての地球上の生命に対し深刻な状況を招きつつある。人類

をはじめ、地球のあらゆる生命が生存していくためには、持続可能な社会への転換が必要である。 

 芝浦工業大学は「世界に学び、世界に貢献するグローバル理工学人材の育成」の教育方針のも

と、さまざまな環境問題を正しく認識し、環境に配慮した教育・研究及びより良い環境の創生を目

指すキャンパスを「グリーンキャンパス」と称し、これを継続的に展開する。 

この目的のために芝浦工業大学の教職員および学生は、以下の活動を積極的に推進する。 

 

(１)（教育・研究）持続可能な社会を実現し、国際水準での学術研究の向上を図ると共に、環境や

社会に貢献できる人材の育成を目指す。そのために、環境に関わる教育カリキュラムの充実、 

研究活動、公開シンポジウムの展開及び環境に配慮した実験・研究などを行う。 

(２)（環境・安全）大宮キャンパスにおける環境側面とその影響を常に把握し、生物多様性の保

全、省エネルギー・温室効果ガスの削減、化学物質の適正管理、省資源・廃棄物減量とリサイ

クルを通じた環境汚染の予防と防止及び環境負荷の軽減に積極的に取り組む。 

(３)（地域連携・国際交流）さいたま市をはじめとする地域と連携しながら、地域の環境問題解決

や環境改善に貢献する。国際交流を通して本学の環境技術や活動に関する情報を提供すること

で、諸外国の環境改善にも貢献する。 

 

この環境方針に基づき、環境目的・目標を具体的に設定し、その達成を図るとともに、定期的に

点検し、環境マネジメントシステムの継続的改善を図る。 

またこの方針は、大学の教職員、学生、常駐する関連協力業者などの関係者に周知すると共に、

文書及びインターネットホームページ(http://www.shibaura-it.ac.jp)により開示する。 

2018 年 7 月 芝浦工業大学大宮キャンパス長 渡部 英二 
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（２）環境目標とその達成状況 
大宮キャンパスにおける環境目標とその達成状況は、以下のようになっています。 

目的 目標

（2018～2020年度） （２０１8年度）

環境関連科目の単位取得者数を３年間の
合計で４0，000名とする

環境関連科目の単位取得者数を13，
500名とする

23,562
名

環境教育科目の単位取得者数を３年間の
合計で20，000名とする

環境教育科目の単位取得者数を7，000
名とする

5,948
名

環境行動促進科目の単位取得者数を３年
間の合計で９00名とする

環境行動促進科目の単位取得者数を300
名とする

2,869
名

環境に関する学士論文、修士論文の数を
３年間の合計で24０編とする

環境に関する学士論文、修士論文の数を
8０編とする

未調査

教員の環境に関する研究論文および口頭
発表の数を３年間の合計で150以上とす
る

教員の環境に関する研究論文および口頭
発表の数を５０以上とする

未調査

薬品等の保管量の状況を年２回調査する 薬品等の保管量の状況を年２回調査する 2回

床面積あたりエネルギー使用量を2003-
5年度実績よりも1０％削減する

床面積あたりエネルギー使用量を2003-
5年度実績よりも1０％削減する

26%
削減

床面積あたりCO２排出量を2003-5年度

実績よりも15％削減する
床面積あたりCO２排出量を2003-5年
度実績よりも15％削減する

10％
削減

上水使用量年間総量を２００３年度実績
より１０％削減する

上水使用量年間総量を２００３年度実績
より１０％削減する

37%
削減

履修者あたりの紙の年間使用量を2009
年度実績以下に抑える

履修者あたりの紙の年間使用量を2009
年度実績以下に抑える

未調査

１人あたり年間廃棄物排出量を年間３０
kg以下に抑える

１人あたり年間廃棄物排出量を年間３０
kg以下に抑える

39kg

リサイクル率を年間５５％以上とする リサイクル率を年間５５％以上とする 74%

キャンパス全体の緑被率を2017年度の
状態を維持する

キャンパス全体の緑被率を2017年度の
状態を維持する

未調査

環境関連の地域貢献活動を３年間の合計
で10回以上実施する

環境関連の地域貢献活動を２回以上実施
する

2回

環境関連の国際交流活動を３年間の合計
で10回以上実施する

環境関連の国際交流活動を2回以上実施
する

2回

環境に関するキャンペーンを３年間の合
計で３回実施する

環境週間を年１回以上実施する １回

環境関連シンポジウムを３年間の合計で
６回以上開催する

シンポジウム等を年2回以上開催する 2回

地
域
連
携
・

国
際
交
流

環
境
・
安
全

教
育
・
研
究

環境
方針

目標達
成状況

2018年
実績
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（３）グローバル化の目標と実績 
本学における環境目標とその達成状況は、以下のようになっています。 

番号
大項
目

中項
目

小項目 内容
2017
実績

2018
実績

2027
目標

23.0% 25.6%

42.6% 47.9%
25名 50名
34名 31名

100%
15.5%

12.4% 11.0%

11.8% 4.8%
50%

7.24%

1.8% 1.9%

5.0% 30%

14.7% 13.7%

5.0% 10%

29.4% 32.9%

11.8% 12.8%
(477科目) (512科目)

56.8% 58.1% 80%
(446科目) (428科目)

26.5% 27.3%

73.6% 72.7%

43.2% 33.6%

100.0% 100.0%

45校 100校
119校
3ヵ国 5ヵ国
2ヵ国

11.6% 9.9%

10.5% 9.9%

2校 2校

0名 1名
3.3.6 JD/DD学位授与者数 大学独自成果指標（SGU）

3.3.5 JD/DDを実施する協定校数 大学独自成果指標（SGU）

3.3.4
大学間協定に基づく受入外国人
留学生数

部局間協定も含む

3.3.3
大学間協定に基づく派遣日本人
学生数

部局間協定も含む

3.3.2 海外オフィスがある国数

3.3.1 海外提携大学数

3.3 教育環境

3.2.7
混住型学生宿舎に入居している
外国人留学生割合

混住型学生宿舎に入居している外国人留学生数/留
学生宿舎に入居している外国人留学生数

3.2.6 奨学金支給の入学許可時の伝達
外国人留学生への奨学金支給の入学許可時の伝達数
/奨学金を取得した外国人留学生数

3.2.5
シラバスを英語化している授業
科目割合

シラバスを英語化している授業科目数/全授業科目
数

3.2.4
外国語のみで卒業できるコース
の数

外国語のみで卒業できるコースの設置数/全学位
コースの設置数

外国語による授業科目数/全授業科目数

外国語による授業科目数/全授業科目数

3.2.3.2 大学院

3.2.3.1 学部

3.2.3 英語による講義の比率

3.2.2 外国人教員の比率
（外国籍教員＋外国大学で学位取得した日本人教員
＋外国で1~3年教育研究歴のある日本人教員＋外国
で3年以上教育研究歴のある日本人）/全専任教員

3.2.1 外国人留学生の比率
留学生（在留資格「留学」「留学」以外の者）/全
学生数

3.2 外国人学生の学び

3.1.5
混住型学生宿舎に入居している
日本人学生割合

3.1.4 国外留学制度利用比率

3.1.3.2 大学院

3.1.3.1 学部

3.1.3 日本人学生留学経験者の比率

3.1.2 国際インターンシップ参加数

3.1.1.2 大学院
TOEICのスコア550点を指標として全学生に対する割
合を確認

3.1.1.1 学部
TOEICのスコア550点を指標として全学生に対する割
合を確認

3.1.1 英語力

3.1 日本人学生の学び

3 グローバル理工学教育モデル校
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２．大学の取り組み 

（１）教育活動 

 

①システム思考に基づく総合的問題解決力の養成 
主任講師名 長谷川 浩志 

研修実施期間 12月 11 日～12 月 20日 

実施場所 芝浦工業大学 大宮キャンパス 

対象参加者・人数 11名  ただし、国際産学地域連携 PBLの履修者総数は 72名 

総括及び成果 

経済と産業のグローバル化進展や ASEAN 諸国における経済や技術力の高まりにともない、日本の

大学のみならず ASEAN 諸国の工学系大学が育成を期待される人材像が大きく変化しています。産業

の急速な変化や多様な環境に対応できるグローバル人材に求められる力は、既存の工学知識や技術、

技能にとどまらない幅広い知識と能力であることが指摘されています。 

こうした能力を測る指標として、2007 年に経済産業省は『社会人基礎力』を公表しています。この

社会人基礎力育成に有効とされる PBL(Project-Based Learning、課題解決型学習) は、オープンエ

ンド型の問題や事例を素材として、具体的な問題解決に向けグループ学習を行っていく統合、かつ創

造的な実践形式の学習方法です。 

本研修は、国際産学地域連携 PBL と同時に実施され、多様な言語・文化背景を持つ学生たちと共に

考え、ASEAN 諸国の学生が日本型の問題解決力や調整力といった日本型の社会人基礎力を学びまし

た。 

国際産学地域連携 PBL の履修者数は、72 名で外国人が 43 名、日本人が 29 名でした。プロジェク

トのグループは、１グループ 6 名で構成され、外国人 3 名、日本人 3 名とし、12 グループとしまし

た。また、グループを構成するメンバーは、ハノイ理工科大学（HUST、ベトナム）、スラバヤ工科

大学（ITS、インドネシア）、モンゴル工業技術大学（IET、モンゴル）、インド工科大学カーンプル

校（IITK、インド）、インド工科大学マドラス校（IITM、インド）、キングモンクット工科大学トン

ブリ校（KMUTT、タイ）、スラナリー工科大学（SUT、タイ）、ウタラ・マレーシア大学（UUM、

マレーシア）、トゥンク・アブドゥル・ラーマン大学（UTAR、マレーシア）、シンガポール国立大

学（NUS、シンガポール）、愛媛大学（EU）、東京電機大学（TDU）、獨協大学（DU）、芝浦工業

大学（SIT）でした。本研修の参加者の学生は、企業の課題解決を実施しました。この体験を通じ

て、母国に戻った参加学生は、将来の日系企業の有望な人材になると考えられます。 
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図１ 「演習＋講義」の繰り返しによる能動的な学修 

 

実施状況 

各講義・演習・見学等の内容概要は、以下の通りです。 

 講義項目 内容概略（午前） 内容概略（午後） 

1 PBL概要，問題解決プロ

セス，課題説明等 

・全体スケジュールと概要説明 

・参加学生紹介 

・PBLで用いる問題解決プロセ

スの説明 

・ラーニングアウトカムズ 

（学習能力）の事前評価 

・アイスブレイク 

・プロジェクト課題の概説 

カネパッケージ（株） 

（株）栄精機製作所 

自然電力（株） 

（株）ドラ EVER 

東日本電信電話（株） 

（株）本田技術研究所 

（栃木県，埼玉県，埼玉水道サ

ービス公社） 

・グループ編成 

・テーマ設定と問題発見 

2 インプロビゼーション 

教育 

日光・那須地区の観光

のインバウンド活性化 

観光のインバウンド活性化の

ための導入として日光地区の日

光東照宮訪問．問題解決の導入

（糸口）として実施． 

プロジェクト課題とは異なる課

題「外国人観光客への効率的な観

光 PR方法」のための PR動画制作

を突然アナウンス．変化対応力育

成を実施する． 

プロジェクト演習 

プロジェクト課題の問

題発見と要求分析 

 ・感性価値創出に向けた感動品質 

の抽出 

・QFD*1を用いた問題発見と要求分

析 

・QFDの要求品質，感動品質－方策 

展開表による整理 

3 インプロビゼーション 

教育 

那須地区のインバウンド観光の活性化のための施設インタビュー 

 外国人視線からの「興味 → 体験 → 発見」に基づく活動 
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プロジェクト演習 各グループによる QFDの品質展

開表を用いた要求分析報告 

・目標設定 

・予算計画とスケジュール作成 

・デザインレビュー資料，A3資料 

の作成 

4 工場見学 三菱ふそうトラック・バス（株）喜連川研究所の見学 

5 デザインレビュー デザインレビュー 

評価者は，学生，教員，企業

の技術者 

・デザインレビューを踏まえた企

業技術者との意見交換 

・レビュー結果の反映と計画修正 

6 プロジェクト活動 プロジェクト計画に基づいたグループ活動（調査・分析） 

7 プロジェクト活動 プロジェクト計画に基づいたグループ活動（製作） 

8 最終発表 最終発表のために準備作業 最終発表 

9 社会人基礎力と外国語能

力評価 

・PROGテスト*2 

・アウトカムズ事後評価．個

人，グループ内相互評価． 

・CEFR*3評価 

修了式 

*1 QFD：Quality Function Deployment （品質機能展開） 

顧客に満足が得られる設計品質を設定し，その設計の意図を製造工程までに展開することを目的とする． 

*2 PROG: Progress Report On Generic skills 

専攻，専門に関わらず，大卒者として社会に求められる汎用的な能力，態度，志向（以下，ジェネリックスキル）を測定

し，育成するためのプログラム．ジェネリックスキルを可視化し，客観的評価の指標を設けることで，教育成果の検証を

行う． 

*3 CEFR: Common European Framework of Reference for Languages  

外国語能力の参照基準． 
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②SDGs達成をめざす環境システム教育 

環境システム学科では、ディプロマ・ポリシーとして世界の SDGs の達成を明記し、カリキュラ

ム・ポリシーにおいて学科独自の「SDGs」を教育方針として掲げています。また、「π型」人材育

成をめざし、横棒をインターアクティヴな協創活動(D)による分野横断的な問題解決(s)、縦棒を G：

グリーンインフラ・エンジニアリング）ともう 1 つの専門分野（副軸）と、地域国際社会の課題解決

に貢献する動機と意欲（S：サービスラー

ニング）と位置づけました。 

この方針に沿って 2017 年度にカリキュ

ラムを大幅に見直し、既存の専門科目もす

べて学科独自の SDGs と関連付けました。

また「環境システム入門」「環境システム

総論」「環境システム応用演習」といった

必修科目を導入し、SDGs の達成に寄与し

つつ建築・都市・環境の横断的・多面的な

課題解決策を提案するアクティブラーニン

グを取り入れるとともに、環境システム応

用演習や卒業研究では、発表資料に SDGs

達成への寄与を明記すること、もしくはア

イコンの貼付を義務づけました。 

一方、1 年生の「環境システム入門」と

3 年生の「環境システム総論」を同じ時間

帯に開講し、「環境システム学科で SDGs

をどう学ぶか」というテーマで 3 年生が 1

年生に SDGs の学び方をアドバイスすると

いう合同ワークショップを開催するなど、

年代横断型、分野横断型で学ぶ機会を頻繁

に取り入れました。さらに、2 年生の「環境フィールド実習」においては、さいたま市、静岡県三島

市、宮城県南三陸町などにおけるボランティア活動を行うなど、サービスラーニング（地域貢献）活

動を取り入れた教育を展開しています。 
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③共通系授業における SDGsの学び 

ダイバーシティ入門（全学共通科目） 

この授業は、異なる立場、異なる価値観・考え方の人々が接し交流するところにこそ学びがあり、

新しいものが生まれます。違いが尊重されることの社会的重要性を理解し、さまざまな人から成る組

織で、属性や立場や考え方の異なる人々と協働し、優れたもの、新しいものを生み出せる寛容性、柔

軟な創造力を養うことを目的としています。授業は、大きく①ダイバーシティの理解―問題と取り組

み、②ダイバーシティの諸相―ジェンダー・障害・文化・経営など、③ダイバーシティの推進・活用

の実践、の３内容で構成します。 

エコライフと社会システム（システム理工学部共通科目） 

この授業は、SDGs･環境問題と日常生活とのつながりを理解しつつ、SDGs 達成に向けての課題や

環境問題の解決のために自分自身がなすべきことについて考える授業です。大人数の授業ながらアク

ティブ・ラーニングを取り入れており、動画をみて環境に良い行動と悪い行動を探したり、例えば

「リサイクルはエコか」といったことをペアでディスカッションするワークを取り入れています。ま

た、大宮キャンパス内の雑木林を見て自然を肌で感じたうえで、地域の持続可能な発展について考え

ることもあります。 
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④第 9回低炭素まちづくりフォーラム in埼玉 

12 月 1 日大宮キャンパスにて、「第 9 回低炭素まちづくりフォーラム in 埼玉」が開催しました。

2015 年国連サミットで採択された SDGs（持続可能な開発目標）達成へ向けた芝浦工業大学の取り組

みを教員の研究や授業内容、学生の活動から多く紹介されました。 基調講演として同村上学長より

「SDGs 達へ向けた芝浦工業大学の挑戦」と題して、環境保全は正しい科学知識なくして成されない

と教育の重要性を強調しました。 

システム理工学部で行われる「環境マネジメントシステム演習」では、大宮キャンパスにおける環

境改善活動を提案し、実践し、その効果を把握し見直すといった PDCA サイクルを体験する授業があ

ります。実際に学生が提案した「ゴミ拾いすごろく」や「キャンパス自然インスタ映え選手権」な

ど、具体的な環境改善活動をポスター展示で紹介しました。 

「環境フィールド実習」授業にて、自然観察や河川清掃ボランティアなどに参加した学生の発表と

企業の環境活動報告をもとにディスカッションが行われました。 まとめとして、環境システム学科鈴

木教授から参加学生へ「印象に残ったことや若者が環境活動に参加するためには何が必要だと感じた

か」という問いに、「やはり体験しなければ分からないことが多い、またそれが主体的な参加である

必要があると感じた」「知らないところで、環境負荷のかかる行動をしていることがあることを知っ

た。知ること・教育が重要だと思う」と感想がでてきました。 
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開催概要 

 

１．開催日時 

 2018年１２月 1日（土）１０：００～１７：００ 

２．場所 

 大宮キャンパス斎藤記念館、2号館 2階・3階 

３．参加者 

 埼玉県地球温暖化防止活動推進員、環境団体メンバー、企業、県民 延べ４５０名程度 

４．目的 

埼玉県内において低炭素社会づくりに資する取組を実施している団体等による情報交換と相互交流を通

じて、活動の促進と地域の環境力の向上を目指す。 

５．主催 

第９回低炭素まちづくりフォーラム in埼玉実行委員会 

共催：芝浦工業大学  後援：埼玉県、開催地元自治体、他 

６．プログラム 

10:00～10:40 挨拶、エコライフデー表彰式 

10:40～11:40 基調講演（村上学長）「SDGs 達成へ向けた芝浦工業大学の挑戦」 

11:40～12:00 論点提起 

12:00～13:10 昼休み 

・ポスター展示（R学科の SDGsに関する取り組みなど） 

・体験コーナー（「環境マネジメントシステム演習」履修者が企画） 

13:15～16:30 分科会 

川の保全、温暖化対策の見直し、エコなまちをデザインする、廃棄物、家庭の省エネ 

（「環境フィールド実習」「Environmental Field Survey A」履修学生・留学生による発表含む） 

17:00～19:00 交流会（生協食堂） 
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学長の基調講演資料: SDGs 達成に向けた芝浦工業大学の挑戦 

 

芝浦工業大学 村上雅人 

1. ポピュリズムの台頭 
ヨーロッパやアメリカなど世界各国では、ポピュリズム (populism) が台頭している。イギリスの

BREXITや、ヨーロッパ各国での極右政党の躍進、さらには、トランプ政権の誕生など、通常では考

えられないことが現実のものとなっている。世界のリーダーを自認していた米国が、”We will make 

America great again.”のかけ声とともに、国粋主義 (nationalism) に大きく転換している。 

さらに、世界にショックを与えたのは、トランプ大統領が、パリ協定 (Paris agreement) からの脱退

を宣言したことである。この協定は、各国が温室効果ガス (greenhouse gas)の排出量の削減目標を設定

し、法的拘束力のもとで目標達成に取り組む約束をしたものである。国際交渉は、骨の折れる作業で

あり、各国の利害がバッティングするため、なかなか合意に至るのは難しい。パリ協定は、フランス

の巧みな戦術もあって、ようやく世界各国の合意が実現したものであった。 

にもかかわらず、トランプ大統領が簡単に破棄を宣言したのである。これには、多くの国から非難

の声が上がったのも当然であろう。しかし、彼は意に介さない。 

実は、アメリカでは、二酸化炭素 CO2 (carbon dioxide) 由来の地球温暖化には懐疑的な科学者も多

い。彼らは、地球温度化の原因を CO2のみに帰することに反対意見を表明している。例えば、赤外線 

(infrared ray) の吸収スペクトルを見ると、最強の温暖化ガスは水 (H2O)である。電子レンジ (microwave 

oven) は、この水の性質を利用して加熱調理している。この効果を無視しているというのがトランプ派

の科学者の主張である。 

しかし、一方で、人類の工業生産活動によって生じる排気ガスが、環境に悪影響を与えているのも

事実である。対処が手遅れと気付いたときには、深刻な事態に陥ることを、人類は、肝に銘じておく

必要がある。 

 

2. 人口増と環境負荷 
人間の営みが環境に悪影響を与えているのは間違いのない事実である。かつては、公害 (public 

pollution) によって、多くの人間が被害を受けた。日本でも、水俣病やイタイイタイ病などがその例で

ある。 

酸性雨 (acid rain) の問題や、森林伐採による砂漠化など、深刻な環境問題も生じている。人間が人

工的に創り出した物質であるフロン (Freon) によって、オゾン層 (Ozone layer) が破壊され、紫外線 

(ultraviolet ray) による皮膚病の増大が危惧されている。 

そして、なにより 20世紀以降の莫大な人口増加が環境負荷の増大を招いている。これによる食料

不足や、環境悪化の増大が懸念されている。さらに、現在 76億人の世界人口は、2050年には 98億人

に達するとされている。どれほどの人口増加に地球は耐えうるのであろうか。本格的に、それを議論

する時期に来ているのではなかろうか。 

人が生きるためには、地球上に生息する他の生物を食材としなければならない。当然、農産物にし

ても、魚肉資源にしても限界がある。これだけの人間を養うことのできる資源が地球にあるかどうか

も大きな課題となる。 

また、人間が生活するためには、必ずエネルギーが必要であり、地球の貴重な資産である化石燃料

の消費も深刻化している。さらに、エネルギーを使えば、多くの廃棄物も発生する。これら諸問題の

解決には、世界中のひとたちが協調し、協力しながら策を講ずることが必要である。 

国連は、2015年に図 1に示すような sustainable development goals (SDGs) （持続可能な開発目標）

を発表し、その実現を世界各国に呼びかけている。これらは、人類が叡智をしぼって取り組むべき喫

緊の課題である。 

 

3.  自然と人間 
 「国破れて山河あり、城春にして草木深し」有名な杜甫の漢詩である「春望」の一節である。この

詩は、芭蕉の「奥の細道」にも引用され、かつて権勢を誇った平泉王朝の栄枯盛衰を表わしている。 
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 高校時代の恩師から、大学入試において漢詩の主題を聞かれたときの万能薬として、「自然の悠久

さに対する人為のはかなさ」という答えを教えられた。いたく感激したことを覚えている。杜甫の漢

詩も、人為のむなしさであふれている。 

 英語にすれば "The power of nature makes fun of the power of man at anytime" であろうか。いずれ、人

類は、自然が垣間見せる驚異的な力の前に、人が為したものなど無力に等しいということを、過去

に、何度も思い知らされてきた。 

 近代化が進み、科学技術が発達した現代においても、毎年、日本を襲う台風によって、人為的な対

策もむなしく甚大な被害が出ている。2011年の東北大震災では、地震によって発生した巨大津波によ

って、世界最大級を誇った堤防はあっけなく粉砕され、福島の原子力発電所も壊滅的被害を被った。

まさに、自然の力は、人間の力を嘲笑っているとしか言いようがない。 

 ところが、科学技術の発展とともに、悠久であるはずの自然に対し、人為が影響を与える事態が発

生しつつある。まさに「自然の悠久さを揺るがす人為のあさはかさ」とも言うべき危機に瀕している

のである。 

 われわれは、いまこそ、科学技術を駆使して、この危機に対処すべきである。ただし、その試み

は、地球の現状を多面的に俯瞰し、科学的データをもとに分析し、その結果をもとに、いかに課題解

決すべきかを議論するものでなければならない。芝浦工業大学も、科学技術を基本とし、SDGsの目標

達成に向けて、いろいろな角度から解決策を提言する必要がある。 

 環境問題を政争の具としたり、国家の利己主義、特定の個人あるいは団体の利益誘導に使っては、

決してならないのである。 

 

4. 奇跡の星 
 地球は、46億年前に誕生し、太陽の恵みを受けて、生命が誕生したと言われている。そして、この

広い宇宙の中で、生命体が存在する星は地球しか確認されていない。この奇跡の要因は、地球では、

その地表面において水 (H2O) が液体で存在できる温度環境にあるという事実に基づいている。宇宙の

温度範囲は、絶対零度の－273℃から 10万℃を超える広範囲にある。その中で、水が液体でいられる

のは 0から 100℃までのわずかな温度範囲でしかない。そんな温度環境にあることが奇跡なのである 

 また、地球に地磁気 (earth magnetic field; geomagnetism) があることも、その生命にとって重要であ

る。太陽は、地球にとって、恵みの星であり、地上のエネルギーは太陽から供給されている。しか

し、太陽のエネルギー源は、核融合反応 (nuclear fusion) である。したがって、太陽からは、陽子や電

子などの荷電粒子が秒速にして数 100kmという超高速のプラズマ流となって、太陽系の惑星群に降り

注いでいる。これが太陽風 (solar wind) である。オーロラ (aurora) が極地で発生するのは、この太陽風

の一部が大気圏に侵入するのが原因である。 

もし、地球が磁石でなかったら、太陽からふりそそぐ太陽風によって、地上の生物はすべて死滅す

るであろう。地磁気によって太陽風が遮蔽されるおかげで、われわれ人類は生きていられるのであ

る。これも奇跡であろう。磁場のない他の太陽系惑星の火星や金星は、太陽風の直撃を受けている。 

ところで、チバンニアンで有名になったが、地球の地磁気は、過去に何度も反転している。この

際、地磁気が地球から消える期間がある。こうなると、太陽風は遮蔽されないので、海の生物は生き

ながらえても、地上の生物は死滅してしまうのである。780年後に地磁気が消えるという予測もあ

る。 

さらに、地磁気があるからと言って安心できない。太陽活動が活発化し、巨大フレアが発生する

と、太陽風が地球を襲い、磁気嵐 (geomagnetism storm) と呼ばれる電磁場異常が発生する。その影響

で、コンピュータやインターネットを含めた電子機器が故障し、大混乱となるのである。日本でも、

藤原定家の日記から、鎌倉時代の京都で巨大なオーロラが発生したことが分かった。磁気嵐の生じた

証拠に他ならない。今の時代であれば、電子機器がマヒし、大混乱となっていたであろう。 

実は、2018年にも巨大磁気嵐の発生を NASAが警告したが、幸い、ニアミスで済んだ。1989年には

磁気嵐が地球を襲い、カナダの発電所の送電系統に異常が発生し、長時間の停電にみまわれている。 

ところで、ご存知のように、地球は自転 (earth’s rotation) しながら、太陽のまわりを公転 (revolution) 

している。そして、自転軸 (rotation axis)の傾きによって四季 (four seasons)が生じ、北半球 (north 
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hemisphere) と南半球 (south hemisphere) では、夏と冬が逆となる。この自転軸の傾きによっては、地球

環境は大きな影響を受ける。 

また、地球の公転軌道は真円 (circle) ではなく楕円 (ellipse) であり、太陽は楕円の焦点 (focal point) 

に位置する。さらに楕円軌道は一定ではなく、ある周期で変動している。この結果、地球には温暖期

と寒冷期が訪れる。かつては、すべての地球が氷結した氷河期 (the glacial age) も存在した。 

太陽系 (solar system) は、太陽 (sun) が中心にあり、地球を含む惑星群がそのまわりを廻っている

が、太陽は、秒速 220kmという猛スピードで銀河系 (galaxy) を運動している。これは、地球を含めた

太陽系が宇宙空間を高速で移動していることを示している。 

 つまり、宇宙という視点で見れば、地球の環境を変化させる要因がやまのようにある。そして、わ

れわれは、ありとあらゆるデータをもとに、科学的な視点で、地球の持続可能性を議論することが必

要である。 
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5.  エネルギー問題 
5. 1. 化石燃料 

 エネルギー危機 (energy crisis) が叫ばれて久しい。われわれは、石油、石炭などの化石燃料 (fossil 

fuel) を使って、発電 (power generation)や空調(air conditioning) などに利用している。しかし、これら化

石燃料は、いずれ枯渇してしまう。よって、将来は他のエネルギー源に頼るしかない。 

 

5. 2. 水力発電 

水力発電 (hydropower generation) は、高所から流れる水を堰き止めて、水の高度差つまりポテンシャ

ルエネルギー (potential energy) を利用して発電するものである。太陽エネルギーによって、低地の水

が蒸発して空に昇り、それが凝集し、雨となって大地に降り注ぐ。よって、エネルギー源は無尽であ

る。しかし、水を堰き止めるためのダムは、人造物である。このため、大雨で水量が増すと、倒壊の

危険に曝される。水量も自然任せであり、自分たちでコントロールできない。さらに、川には水とと

もに土砂も流れ込むため、ダムの底に土砂が堆積し、浚渫しない限り、いずれはダムを埋めてしま

う。残念ながら、究極のエネルギー源とはなり得ないのである。 

 

5. 3. 原子力発電 

 ここで、救世主として登場したのが原子力発電 (nuclear power generation) である。U235 (uranium 235: 

ウラン U238の同位体 isotope)を原料として、核分裂 (nuclear fission) 反応で生成する熱を利用して発電す

る。非常に効率のよい発電方式であり、CO2を発生しないという大きな利点もある。また、反応生成

物のプルトニウム (Pu) が、発電燃料として再利用できる可能性があったため、夢の発電としても期待

を集めた。 

 しかし、この発電は原子核の核分裂を利用しており、発生する中性子 (neutron) によって、他の原子

核の分裂を誘引し、放射化する。つまり、多量の放射能 (radioactivity)を生成するのである。この放射

性物質 (radioactive materials) は、人間にとって、とても危険な存在である。原発事故の深刻さは、スリ

ーマイルアイランド、チェルノブイリ、福島事故で思い知らされてきた。 

 しかも、元素が有する放射能は、種類によっては、10万年以上も保持される。人類の歴史よりも長

い期間、危険な放射線を出し続けるのである。よって、どこか安全な場所に保管する必要があるが、

誰も、そんなものをそばには置きたくない。残念ながら、放射性廃棄物の引き取り手は見つかってい

ない。「核のゴミ」問題は深刻である。 

 

5. 4. 再生可能エネルギー 

 このため、再生可能エネルギー (renewable energy) として、太陽光発電 (solar cell generation) や風力発

電 (wind power generation) が注目されている。ただし、天候に発電容量が左右されるため、系統に対す

る負荷が問題となる。 

 また、風力発電は、風が強いほど発電能力は向上するが、風が強すぎると破壊されてしまう。した

がって、台風やサイクロンの通り道に設置することは難しい。太陽光発電は、日中しか発電しない。 

 よって、何らかの蓄電装置 (storage device of electricity) と組み合わせて利用するのが好ましい。現在

のところ、蓄電装置として利用されているのは、電池 (electric cell) とコンデンサ (capacitor) およびフ

ライホイール (flywheel)である。この中で注目されているのが電池である。 

 

6.  蓄電池 
 一般に電気を貯めることはできないと言われている。電気をつくるとき、導体（銅やアルミなどの

金属）のまわりで磁石が回転（磁場が変動）したときに電流が誘導される電磁誘導 (electromagnetic 

induction) という現象を利用している。つまり、磁石を回転し続けないと、発電できないのである。磁

石の回転が止まれば電気も止まる。これが、電気を貯められない理由である。 

 一方、われわれは、電池 (battery) を使って電動機器を動かせることも知っている。ただし、通常の

電池は、容量が小さすぎて、ラジオや時計などの小型機器は動かせるが、エネルギー源や動力源には

なり得ないというのが常識であった。 
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 ところが、電池の容量は、技術革新によって飛躍的に改善され、電力貯蔵用の NaS電池や、自動車

用動力にも利用される Li（リチウム）電池、燃料電池が開発されている。 

 電池は、基本的には、＋極 (positive charge) と－極 (negative charge)を分離しておき、両極をつなげれ

ば電流が流れるという仕組みである。＋と－には引力が働くので、分離した状態は不安定である。そ

の証拠に、Li電池を搭載したスマートフォンが発火する事故が世界各所で発生している。自動車を長

時間動かせる容量の電池では、この危険を回避する技術（絶縁 insulation）が必須である。 

 大容量電池を搭載した自動車が開発された経緯は、電気自動車 (EV: electric vehicle) が、排気ガスを

放出しないためである。メキシコ、中国などでも自動車による大気汚染被害の深刻さはニュースなど

で報道されている。 

 ただし、電池にも問題はある。それは、必ず、寿命があるということである。電池には 1次電池 

(primary battery)と 2次電池 (rechargeable secondary battery) がある。1次電池は、充電が利かない使い捨

てタイプであり、かつては、この種の電池が主流であった。2次電池とは、繰り返し充放電ができる

もので、電力用の電池は、このタイプである。すべての 2次電池は、充放電を繰り返すと劣化してい

き、やがて使えなくなる。携帯電話の電池で経験ずみであろう。寿命のきた電池を再利用するという

考えもあるが、熱力学 (thermodynamics) によれば、それをもとに戻すには、新品を創る以上のエネル

ギーを必要とする。 

 かつて、米国のカリフォルニア州において、使用済み自動車用電池（鉛電池）の不法投棄による環

境汚染が深刻化し、自動車での電池使用を禁止する法案が通りそうになったことがある。この時、円

盤を高速回転させてエネルギーを貯蔵するフライホイールの開発が本格化した。わたしも、その開発

を打診されたので、よく記憶している。車載用フライホイール開発が非常に困難ということが分か

り、この法案は日の目を見なかった。 

そのカリフォルニア州が、排気ガスゼロを謳い、電池利用を進める ZEV (zero emission vehicle) 規制

の導入を積極的に進めているのであるから、隔世の感がある。 

  さらに、自動車用電池に貯める電力をどのように供給するかも課題である。カリフォルニア州では、

再生可能エネルギー(renewable energy)を利用した充電を義務づけている。これならば、確かにゼロエ

ミッションである。いずれにしても、今後、大量に発生する使用済み電池を、いかに処理するかは大

きな課題である。 

 

7.  科学技術は地球を救えるか 
 以上見てきたように、環境やエネルギーに関わる科学技術には、これが決定打というものはなく、

それぞれ利点や欠点がある。よって、多様な技術をうまく組み合わせて、互いの長所を生かすような

工夫が求められる。 

 また、効率という観点では、巨大発電所の建設は有効であるが、太陽光電池や小型水力発電などと

小型電力貯蔵装置を組み合わせた分散電源の方が対応しやすい場合もある。実際に電力ケーブルのな

いアフリカの砂漠では、太陽電池で電源を賄い、衛星通信によりインターネットに繋げている。 

 ここで、超伝導研究者 (superconductivity researcher) としての壮大な夢を語って起こう。多くの大陸

では、砂漠化 (desertification) が進んでおり、深刻な問題となっている。しかし、視点を変えれば、太

陽光発電にとって砂漠は格好の場所である。そこで、砂漠に巨大な太陽光発電所をつくる。例えば、

図 2に示すように、サハラ砂漠の 1/4を太陽電池で埋めれば、地球の全電力がまかなえる。問題は、

どうやって送電するかである。長距離送電ではロスが生じる。そこで、電気抵抗がゼロの超伝導ケー

ブルを使う。これならばロスはない。つまり、超伝導送電を利用して世界に電気を送れば、地球の電

力エネルギー問題はいっきに解決できるのである。 
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図 2  サハラ砂漠に太陽光発電所を設置し、超伝導送電により地球各国に電力を輸送すればエネルギー問題は解

決できる 

 

 もうひとつ、太陽風と磁気嵐の問題への対処である。まず、地磁気が消失する問題には、赤道の周

りを囲むように超伝導ケーブルを敷設すればよい。巨大磁石ができて、人工の地磁気を発生できる。

磁気嵐の怖れがある場合には、磁場強度を少し強めて、磁気しゃへいを利用すればよい。コストはか

かるが、人類存亡をかけた問題であるから、世界各国が協力すれば可能である。 

 

8.  教育の重要性 
 最後に、大学人としてひとこと。人口増加問題や、貧困や不平等問題など SDGsが掲げている問題

は、教育によって克服できるものが多い。日本では、貧しい家に生まれても、教育を受けることによ

って功を成してきた。これは、世界共通である。Education is the most powerful weapon you can use to 

change the world. これはマンデラの言葉である。教育の充実こそが、SDGs達成のための王道である。 

 冒頭に掲げたポピュリズムの台頭は、貧富の差が原因である。アメリカは、いまだに世界一の金持

ち国である。しかし、資産家のトップ 1%でアメリカ全資産の半分を、トップ 10%で 90%の資産を保

有している。つまり、国は富んでいても多くの国民が貧困にあえいでいる。American Dreamと言えば

聞こえはいいが、不平等きまわりない。100億円の年収を稼ぐ CEOが、何千人という従業員のクビを

切って平然としている。 

 実は、勝ち負けが確率 1/2のゲームでは、勝ったり負けたりで大した差は生じないように思える

が、2項定理（拡散原理）によれば、差がどんどん広がっていくことが知られている。何も策を講じ

なければ貧富の差は拡がる。これを止めるのは教育である。 

 

参考文献 

 温暖化問題については、気象庁 (Japan Meteorological Agency) のホームページに IPCCの報告書が載っている。

パリ協定などの経緯も含めて分かりやすい解説本としては、「地球温暖化は解決できるのか」小西雅子（岩波ジ

ュニア新書）がある。他にも良書はたくさんある。一方、反対派の本もたくさん出版されている。本学元教員の

武田邦彦氏の名で検索されたい。 

 SDGsについては、国連の Websiteを参照いただきたい。また、外務省 (Ministry of Foreign Affairs)は JAPAN 

SDGs Action Platform というサイトで詳細な取り組みを紹介している。エネルギー問題に関しては、資源エネル

ギー庁(Agency for Natural Resources and Energy)の Websiteにわかりやすい解説がある。 

 砂漠の太陽光発電と超伝導送電に関する情報は、JSTホームページに鯉沼秀臣氏の解説がある。超伝導送電に

ついては村上雅人「超伝導の謎を解く」（C&R研究所）も参照いただきたい。 
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（２）研究活動 

 

①アーバン・エコ・モビリティ研究拠点の形成 
 

環境調和を図りつつ、都市における人やモノの円滑な移動を支え、高齢者を含む居住者、勤労者から

訪問者まで人々の交流促進に資する技術の研究開発 

SIT総合研究所アーバン・エコ・モビリティ研究センター（研究ブランディング事業） 

 

多様かつ多数の主体から構成される都市は、経済・社会・文化活動の中核として国全体の発展を牽引

する地域です。その経済、社会、居住者のダイナミズムは、そのモビリティが基盤となります。都市

の交流・物流・環境を支え、その活性化に向けて、環境や社会と調和した次世代モビリティ技術の研

究拠点を形成するプログラムを開始しました（～2020 年度）。 

具体的には、電力消費の過半を占めるモータの高効率化などのパワーエレクトロニクス、認知・判

断・操作等の自律化などのロボット技術、コミュニティ内での自動走行技術などに資する要素技術や

それらのシステム化技術の研究を推進するとともに、省エネ軽量化材料などの高機能性材料、ロボッ

トやエネルギー供給のネットワーク技術等の幅広い領域での研究を進めます。 

本事業は、2018 年度文部科学省私立大学研究ブランディング事業として採択されたものです。 

 

 

アーバン・エコ・モビリティ研究拠点の形成（研究課題） 

各研究領域の主な研究課題を以下に示します 
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① EV 用省エネモータに関するパワーエレクトロニクス研究 

・ “小型・高効率・高出力”モータの開発 

・ 個人用途の小型モビリティやロボット用のモータのユビキタス化（モータ及び駆動用インバータの

一体化）による小型化、軽量化、大トルク化 等 

② 高機能性材料創成によるエコ・モビリティの実現 

・ 軽量金属材料の高機能化技術の開発 

・ 金属空気電池の電極材として使用可能な高性能カーボン材料の開発 

・ モータ用磁性材料の作製技術の開発 等 

③ コミュニティ内自動運転等の走行技術 

・ 簡易 LiDAR とカメラによる低コスト環境センサと詳細地図のない生活環境で使えるマップ生成方

式の開発 

・ 渋滞や人混み群集内での自動走行可能な制御方式、歩道や車道の段差でも通用する段差乗越え機構 

・ 利用者の健康状態を非接触で検知するモニタリング技術 等 

④ ロボット・ネットワーク技術 

・ 商業施設、マンション等の施設間を巡回し、荷物を屋内指定箇所に配送する自律搬送ロボット 

・ 道案内、店舗案内等のコミュニティ内での情報インタフェース機能を担うとともに、移動ロボッ

ト、搬送ロボットの呼寄せ、ネットワーク連携を果たすコミュニケーションロボット 等 

アーバン・エコ・モビリティ研究拠点の形成（期待される成果） 

本プログラムにより期待される成果です 

① コミュニティ内モビリティの円滑化 

・ シニアカー自動運転の実現による高齢者のモビリティ確保 

・ 地域内地図の作成技術、3 次元センシング技術による自動運転のラスト１マイル問題解消への貢献 

・ コミュニティ内配送問題解消への貢献 

② 都市コミュニティ交流/形成の活性化 

・ 見守りロボット等コミュニティ内の安全安心の確保 

・ ネットワーク活用型コミュニケーションロボットによる外来者に優しいまちの構築 

③ 大幅な省エネルギーの達成 

・ 新構造材料の開発による自動車、コミュニティカー、電車等の軽量化 

・ 電力消費の過半を占めるモータ分野での高性能化、新型モータによる大幅な省エネルギー化 

・ これらによる CO2 排出量の大幅削減 
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②地球温暖化影響に関する共同研究 
多様な災害の増加と同時発生をもたらし世界の多くの人に影響を与える 

土木工学科平林由希子教授と国立環境研究所（茨城県つくば市/理事長 渡辺知保）地球環境研究セ

ンター花崎直太主任研究員は、ハワイ大学のモラ教授の取りまとめのもと、太平洋島嶼国気候変動協

同体、コーネル大学、米国農務省森林局、レディング大学、ルンド大学、AER 社、ケンブリッジ大

学、サウサンプトン大学、プリンストン大学、ウィスコンシン大学、マサチューセッツ工科大学と共

同で、地球温暖化が多様な気候関連災害を増加させることで、健康、食料、水、経済、インフラ、安

全保障といった主要な人間システムに大きく影響することを示しました。気候関連災害は、地球温暖

化によって強度が増加するうえ、複数の災害が同時に生じることによって、先進国と途上国の多くの

人間に影響を与えることが明らかになりました。 

大きな地図は、累積指標（全ての気候関連災害指標の総和）の、1955 年と 2095 年の間の変化を

示しています。小さな地図は、同じ期間における個々の気候関連災害指標の変化を示す。個々の気候

関連災害指標は- 1 と 1 の間をとるように（正規化）されており、負の値は 1950 年代の基準値と比

較してハザードが減少することを、正の値は増加することを示しています。累積指標の最大値は 6

（一つの地点で最大変化に相当する気候ハザードが６つ同時発生したことに相当）です。示されてい

るのは RCP 8.5 シナリオの結果です。 
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（３）社会への貢献

地（知）の拠点整備事業を通じた取り組み 
文部科学省では、2013年度から、大学等が自治体と連携し、全学的に地域を志向した教育・研究・

社会貢献を進める大学等を支援することで、課題解決に資する様々な人材や情報・技術が集まる、地

域コミュニティの中核的存在としての大学の機能強化を図ることを目的として「地（知）の拠点整備

事業」を実施しています。芝浦工業大学はこの指定を受け、地域貢献活動を実施してきましたが、指

定期間終了後も継続して取り組んでいます。 

具体的には、本学の持つ工学に関する「知」を、キャンパスが立地する江東区・港区・埼玉県（さ

いたま市）を中心とした「地」に広く役立てるべく、これまで培ってきた研究活動をベースに、「ま

ちづくり」および「ものづくり」の観点からプロジェクトを立ち上げました。それぞれのプロジェク

トにおいて、地域の抱える課題を抽出・分析し、その解決を図るプロセスを PBL（Project Based

Learning）として教育課程に組み込み、PBLを通じて生まれた成果については、「まちづくり」にお

いてはシンポジウムや成果報告会、「ものづくり」においては製品化・事業化・技術イノベーション

という形で地域に還元することを目指しています。このように教育・研究・社会貢献（イノベーショ

ン）を三位一体で推進することで、同時に大学の教学理念である「社会に学び社会に貢献する実践型

技術者の育成」の達成を図っています。

以下、2017 年度のプロジェクトの概要を紹介します。 
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３．学生の取り組み  

（１）環境週間 
大宮キャンパスでは、学生主体の環境活動を集中的に行う「環境週間」を２００４年度から毎年１

１月に行っています。これは、大宮キャンパスが行っている“グリーンキャンパス”づくり活動や環

境マネジメントシステムの認知度を高めることを目的に、学生主体で SDGsや環境に関する普及啓発

活動を行っているものです。第 15回環境週間は、２０１８年１１月７日（水）～１１月１３日

（火）に実施されました。学生向けの企画とともに、子ども向けの企画として、近隣のしま幼稚園や

東大宮保育園の園児達を招き、「がいらいしゅをたおそう」という劇や「松ぼっくりアート」づく

り、「ごみ拾いすごろく」などを実施したり、キャンパス内の雑木林の探検やどんぐり拾いの活動を

実施しました。 
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（２）SDGs 学生委員会 

準備会が発足し「SDGs学生大会」に参加 

2019年の２月に、SDGs学生委員会の準備会が発足し、次年度の発足に向けて、準備会合を数回

開きました。準備会のメンバーである環境システム学科の水野さん、藤田さんの 2名の学生が、2019

年 3月 16日（土）、滋賀県立大学で行われた「SDGs学生大会」に参加し、芝浦工業大学の SDGs

の取り組みについて発表しました。午後からは 13のグループに分かれてのワークショップで、SDGs

自体を広める」方法について話し合いました。大学生中学・高校の先生や県庁職員、市民団体の方々

など多彩なメンバーが参加し、最後の全体会でその成果を、水野さんがグループを代表として発表

し、滋賀県立大学学長賞をいただきました。 
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（３）学生プロジェクト 

 

学生プロジェクトとは、学生が自主的に企画・立案し、自らの力で活動を行う、芝浦工業大学独自

のプロジェクト活動です。 選考を経て、プロジェクトが採択されると１団体につき年間５０万円を上

限に活動資金が援助されます。大学チェンジ部門、社会貢献部門、グローバル部門の３つの部門から

なります。 

大学チェンジ部門とは、学生のアイディアによる大学ブランド力の向上、大学改革に貢献する活動

の他、学内の美化やマナー向上に関する取り組みなど芝浦工業大学が元気になる企画を対象としてい

ます。 

社会貢献部門とは、各種ボランティア活動、エコ活動、地域の活性化、豊洲・東大宮・田町地区の

近隣住民との交流など、社会貢献や地域貢献を通して社会に役立ち評価される活動を対象としていま

す。 

グローバル部門とは、学生がリーダーシップを発揮し、留学生との活発な交流等の異文化交流活動

や、日本文化の紹介、礼儀等のコミュニケーションの素養を身につける活動など、グローバルに活躍

できる活動を対象としています。 

2018年度は、大学チェンジ部門３団体、社会貢献部門８団体、グローバル部門２団体が採択され

ています。以下、その概要を紹介します。 
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